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はじめに 
 国は、国と地⽅⾃治体の協働のもと、 新型コロナウイルス感染症に関する検査体制
の拡充を図る観点から、「新型コロナウイルス感染症に関する検査体制の拡充に向けた
指針」を策定し、2020 年 9 ⽉ 15 ⽇に各⾃治体に通知した。本通知では、検査体制を
点検の上、10 ⽉中に検査体制整備計画を策定し、体制確保を進めることとされた。こ
れを受けて東京都は、「次のインフルエンザの流⾏に備えた体制整備」、「新型コロナ
ウイルス感染症に関する検査体制の拡充」の計画案について、関係機関との調整を踏ま
えて作成し、国への計画報告書の提出の準備を進めてきた。東京 i CDC 専⾨家ボード
は、感染症に関する最新の情報、科学的知⾒（エビデンス）に基づき、知事に対して感
染症全般に関する助⾔を⾏い、東京都における効果的な感染症対策の実践に益すること
を⽬的として、2020 年 10 ⽉１⽇に設置された。専⾨家ボードの検査・診断チームで
は、東京都の計画案について、関係機関への周知や計画の運⽤、今後の課題について助
⾔を⾏うこととなった。 
 検査・診断チームメンバーとして、東京都の感染状況と検査体制の現状を踏まえて検
討した結果について報告する。 
 
 

I. 「次のインフルエンザの流⾏に備えた体制整備」 
 
1. 相談・医療提供体制 
   
 
 
 
 
 
１）都⺠の多くは、「かかりつけ医」をもたないという課題がある。「かかりつけ医」
をもたない場合、普段から、⾃治体や地区医師会のホームページ等を活⽤して、地域の
⾝近な医療機関を⾒出しておくことが望ましい。 
 また、季節性インフルエンザ流⾏時において特定の医療機関への問合せ集中と混乱を
避けるため、東京都が最も適切な診断・検査を⾏える医療機関受診の予約を代⾏する予
約代⾏サービスの設置を検討する必要がある。 
 具体的には、下記のサイトの神奈川県の予約代⾏サービスが参考になる。 
 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ga4/prs/r5807001.html 
 
２）都内の診療所では、感染疑い患者における検体採取が設備等の状況により困難な場
合も多い。都内の診療所は、ビル診療など待合い室が狭く、駐⾞場スペースでの⾃家⽤

〇相当数の診療需要に対応するため、原則、全ての「かかりつけ医」など地域の医療 

 機関で診療⼜は相談に対応 

 ・幅広に「受診・検査医療機関」を指定 

 ・指定の情報は一般公表せず、関係機関で共有（地区医師会等で合意できれば地区単位で公表） 

〇⾃院で発熱患者の PCR 検査等を実施できないときは、診診連携で他の医療機関や PCR 

 センターを紹介 

（案）
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⾞での待機などゾーニングや導線の確保が難しい場合が多い。そのような医療機関は、
地区医師会の PCR 検査センターへ紹介可能な連携先の登録医療機関として整備し、そ
の情報を把握する必要がある。連携先の登録医療機関にて、感染疑い患者の直接診療が
困難な場合、オンライン診療で受診・相談できる医療機関と受診の流れを明確化してお
くことが望ましい。 
 
３）在宅患者が利⽤な可能な在宅診療・検査実施可能な診療所の情報を整備する必要が
ある。 
 
４）東京都の昼間の⼈⼝は、近県から通勤して勤務している者も多い。そのような場合
の受診の流れの整備が必要である。住⺠票がない⾃治体（23 区）の医療機関を受診し
た場合、どこの PCR 検査センターを利⽤できるか、⾃治体によって対応が様々であ
る。 
 
５）国は海外との交流再開（ビジネストラック、レジデントトラックでの⼊国緩和）を
推進している。東京都は、訪⽇外国⼈が滞在する⼈数が最も多い地域である。在留外国
⼈も含めて、外国語での案内可能な医療機関と相談窓⼝を整備しておく必要がある。 
 
２. 新型コロナウイルス感染症に係る検査体制 
 
 
 
 
 
 新型コロナウイルスの迅速抗原検査キットの供給数に限りがある。迅速抗原検査の試
薬の供給として、国は１⽇ 20 万件を⽬指す。東京都での試算による抗原検査の使⽤想
定 6 万 5 千件は、国が⽬指す１⽇ 20 万件の３割を占める。迅速抗原検査キットの供給
数が⼈⼝の割合に応じるのであれば、東京都への供給は⼗分でなく、選択的な利⽤が必
要となる。 
 その際、優先度の⾼い対象患者を明⽰するとともに、必ずしも検査を実施しない臨床
診断優先（医師が判断し、必要に応じて検査）の選択肢を⽰すことも重要である。ま
た、検体採取が可能な医療機関においても、設備等の医療機関の検査採取の環境状況に
よって、ウイルス感染暴露リスクから、多様な検体種の利⽤の選択肢を⽰すことも必要
である。 「発熱患者対応」の神奈川モデルにおける診療・検査のパターンについて、
下記のごとく⽰されている。 
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ga4/covid19/ms/hybrid_20201008.html 

〇発熱患者の「重症化を予防する」観点から検査フローを構築 

 ・⾼齢者等重症化のリスクが⾼い発熱患者は、症状が軽くてもコロナの検査を実施   

 （⼜は検査できる医療機関を紹介） 

 ・コロナの迅速キットは、⾼齢者、基礎疾患のある患者など重症化リスクの⾼い⽅や 

  救急等、短時間での検査の必要性の⾼い医療機関を中⼼に活⽤ 

（案）
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
『「発熱患者対応」の神奈川モデルにおける診療・検査のパターンには、様々な組み合
わせが考えられます。 
・ 各医療機関は、こうした複数の検査⽅法のパターンの中から、それぞれの実情に合

った⽅法で診療を⾏っていただきます。 
・ 特に、（6）臨床診断優先（医師が判断し、必要に応じて検査）は神奈川県独⾃の

⽅法で、医師の判断を重視するものです。 
・ 発熱等⾵邪症状がある患者が来院した場合、診療した医師による判断により、新型

コロナウイルスの可能性が⼤きい時に、検査を実施します。 
・ そうでない場合は、季節性インフルエンザや⾵邪として診断や治療を⾏ったうえ

で、それでも改善しない時に、新型コロナウイルスの検査を実施します。』 
 
表１. 「発熱患者対応」の神奈川モデルにおける診療・検査のパターン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 発熱患者等の受診⽅法と診療体制の広報・周知 
 
 
 
 
１）受診に際して、東京都が最も適切な診断・検査を⾏える医療機関受診の予約を代⾏
する予約代⾏サービスの設置が望ましい。 
 
２）患者の状況に応じて、オンライン診療、在宅診療、外国⼈向けの流れがあることを
明⽰する。 
 

  季節性インフルエンザ 新型コロナウイルス 
(1) ⿐咽頭（⿐の奥） ⿐咽頭（⿐の奥） 
(2) ⿐前庭（⿐前⽅） ⿐前庭（⿐前⽅） 
(3) ⿐前庭（⿐前⽅） 唾液 
(4) ハナカミ液 唾液（⾃施設） 
(5) ハナカミ液 唾液、⿐咽頭、⿐前庭（他施設） 

(6) 
臨床診断優先（医師が判断し、必要
に応じて検査） 

臨床診断優先（医師が判断し、必要に応
じて検査） 

〇都⺠は、発熱の際「かかりつけ医」⼜は⾃治体や地区医師会のホームページ等で地域 

 の⾝近な医療機関を⾃ら探して、電話で相談の上受診するというフローを周知 

（医療機関が⾒つからない場合や、⼟⽇夜間の対応として「受診・相談センター」を設置） 

（案）
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３）臨床診断優先（医師が判断し、必要に応じて検査）の選択肢があること、また、検
体採取が可能な医療機関においても、設備等によっては、ウイルス感染暴露リスクか
ら、医療機関の検査採取が異なることを周知する。 
 
 

II. 「新型コロナウイルス感染症に関する検査体制の拡充」 
2. 検査需要の⾒直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）検査需要の⾒直しの必要性 
１）冬季のリスク要因 
 東京都での感染制御における当⾯（冬季）のリスク要因には以下が挙げられる。 
 ◯東京都は、我が国の社会経済活動の中⼼である。社会・経済の活動制限の緩和に伴
う感染拡⼤において、従来対策には限界がある。下げ⽌まりしている感染者の感染制御
のため、従来のクラスター対策のみでは限界で、無症状者への検査拡⼤に基づく接触追
跡と隔離が必要である。 
 ◯感染者の管理は、我が国の社会経済活動の中⼼である東京都から全国への拡散を防
ぐ上で重要である。 
 ◯社会・経済の活動制限の緩和として、GoTo キャンペーンで、⼈の往来接触、飲⾷
店での感染リスクが増⼤する。 
 ◯ビジネストラック、レジデントトラックでの⼊国緩和に伴い、感染者の流⼊リスク
がある。 
 ◯冬季の乾燥、低温はウイルス伝播リスク、患者重症化リスクとなる。 
 ◯インフルエンザ流⾏時に、発熱患者対応が必要となる。 
 
２）東京都での検査の実施の状況  
 東京都における報告⽇別による陽性者数の推移によると、感染者数は下げ留まってい
る（9 ⽉以降、1 ⽇平均 180-190 ⼈）。⾼齢者の⽐率が上昇傾向（10 ⽉ 13 ⽇時点、6 5

 ① 新型コロナウイルス感染症固有の検査需要 

Ø これまでの最⼤検査数は⽬標の約１万件を下回っており、検査需要は変更なしとする 
 （都の最⼤検査数︓約 7,000 件（令和２年 8 ⽉ 11 ⽇）） 

※ ⾏政検査の対象拡⼤等を踏まえ、国の指針に基づき、検査需要の１割増の検査体制の確保を⽬指す 
※ また、その他の検査需要（区市町村との共同による感染拡⼤防⽌対策推進事業等）も考慮し、必要な検査体制の確保を⽬指

す 
  ② インフルエンザの流⾏に伴う発熱患者等の検査需要 

Ø より多くの検査が必要となる状況を想定し、A（年度当たりインフル検査数）及び B（１週当たり診療⽇数５~６⽇）を設
定し、検査需要を算出 

Ø 関係機関と調整中の対応フローを踏まえ、検査需要を調整 
 （先にインフルの検査・治療を実施、重症化リスクを考慮したインフル・コロナ同時検査の実施等） 

 都の検査需要は、上記①及び②の合計値とする。 

   都の検査体制の⽬標は、上記検査需要、⾏政検査の対象拡⼤等を考慮し設定する。 

（案）
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歳以上 15.1%）。死亡者数はやや増加傾向（10 ⽉、1 ⽇ 2-5 ⼈）。感染機会として、
成⼈で職場、会⾷での増加、⾼齢者の施設での感染例の増加が⾒られる。 
 PCR 検査実施件数は、1 ⽇の検査件数（7 ⽇移動平均）は 5 ⽉下旬から徐々に増え、
7 ⽉ 31 ⽇には 4,500 ⼈を超え、以後 4,000-5,000 ⼈を推移する（緊急事態宣⾔が発令
された 4 ⽉上旬の 15 倍の⽔準）。⼀⽅、PCR の陽性率では、都内では 5 ⽉下旬の 1%
台から 7 ⽉ 16 ⽇以降は 4-7%台が続き、直近で 3.4%（10 ⽉ 25 ⽇）である。検査陽性
率の推移から⾒ると、検査実施の件数は実際のニーズに追いついていない。 
 
３）検査拡充の必要性 
 我が国の検査能⼒は諸外国と⽐べて、きわめて低い。第⼀波の感染制御に成功した国
でも、⾏動制限解除後に再燃が⾒られる。再燃においても、迅速かつ広範囲に検査と隔
離を徹底した国や地域（中国北京市など）では、早期の封じ込めに成功し、感染制御と
経済再⽣を両⽴させている。したがって、社会経済活動の回復・維持と感染制御を両⽴
するには、無症状者を含めて、基本的な⾏動制限に加えて、広範な検査実施、接触追跡
と隔離を同時に講ずる必要がある。 
 英国では、第⼀波への対応での失敗の反省から、検査体制を 12 ⽉までに 1 ⽇ 50 万
件まで増やし、地域ごとにロックダウンができるような権限を与え、この秋からの本格
的な第⼆波に備えている。⽶国 NIH は、検査拡⼤を出⼝戦略の柱にしており、12 ⽉ま
でに 1 ⽇ 600 万件の検査を⽬指す計画を発表した。我が国において、政府は季節性イ
ンフルエンザとの同時流⾏に備え、新型コロナの検査能⼒について抗原検査の簡易キッ
トを⼤幅に拡充するなどで 1 ⽇ 20 万件程度まで引き上げると公表している。この⽬標
は、有症状者を⽬的としたもので、社会・経済活動の推進において、感染管理の必要な
⼀般市⺠（無症状）を対象とした PCR 検査の拡⼤について実施件数の明確な⽬標とそ
の⼯程は明らかにされていない。 
 
４）院内感染防⽌における検査の意義 
 院内・施設（⾼齢者・福祉施設）内の感染制御という観点からは、有症状のみならず
リスクある患者において、PCR 検査を適切に⾏ない、感染源としての感染者のスクリ
ーニングと早期診断に基づく隔離を判断する必要がある。病院等で鑑別の必要な患者に
検査が適切に実施されなかった場合、感染者を適切に特定できない。その場合、医療機
関が感染者を認識しないまま⼊院することになり、適切な隔離が出来ない。その結果、
感染者の発⾒が遅れ、病院等における感染やクラスターにつながる可能性がある。実
際、第⼀波での感染が拡⼤した時期において院内感染事例が続発し、多くの病院におい
て、外来診療の閉鎖、新規⼊院患者の受⼊中⽌となった。⼊院患者や⾼齢者・福祉施設
⼊所者は、⾼齢で基礎疾患を有していることが多く、感染による重症化リスクが⾼い。
死亡者の多くが⼊院感染や施設内感染による。それが国⺠の医療不信、患者受診躊躇さ
らには経営破綻リスクに繋がっている。 

（案）
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 我が国では感染が拡⼤した時期においては、院内感染発⽣がない病院でも、院内感染
を恐れて、発熱や肺炎の救急患者に対して、応需困難となり、救急患者が必要な医療が
受けられない医療窮迫の状況が⽣じた。特に、救急医療を担う地域基幹病院（特定機能
病院、地域医療⽀援病院、⼀般病院等）においては、院内感染のリスクを最⼩限にする
上で、必要な患者に速やかに PCR 検査を実施できるように、院内検査室において、
PCR 検査または抗原定量検査を迅速に実施する体制を整えることが⼤切である。 
 
５）⾼齢者・介護福祉施設の施設内感染防⽌における検査の流れ 
 東京都の最近の傾向として、特別養護⽼⼈ホーム、介護⽼⼈保健施設、病院等、重症
化リスクの⾼い施設や訪問看護等において、無症状や症状の乏しい職員を発端とした感
染が⾒られる。新規陽性者数に占める 65 歳以上の⾼齢者の患者は、前週 10 ⽉ 6 ⽇か
ら 10 ⽉ 12 ⽇までの 157 ⼈、12.7%から、190 ⼈、15.1%と、患者数は増加し、割合は
上昇した。  
 しかしながら、多くの⼀般病院や⾼齢者・介護福祉施設では、院内（施設内）感染防
⽌のためにスクリーニング⽬的で PCR 検査を実施する環境が整備されていない。検査
の拡⼤対象として、感染にて重要化リスクの⾼い⾼齢者介護施設の⼊所者がある。まず
は⼊所時の陰性検査結果を確認する体制整備が必要である。具体的には、かかりつけ医
からの⼊院紹介時、診療・検査医療機関を活⽤した PCR 検査利⽤と紹介先への報告が
望まれる。  
 
６）エッセンシャルワーカーにおける PCR 検査利⽤の拡⼤の意義 
 諸外国では、⽣活インフラとして必要な公共性の⾼い事業に携わる特定のハイリスク
職業従事者（エッセンシャルワーカー：介護福祉施設関係者、警察・消防関係者、公共
団体関係者、ライフライン関係労働者等）に対して、症状や感染疑いの有無に関らず、
定期的な PCR 検査が実施されている。 
 ⾼所得国における COVID-19 による死亡者の（平均）半数は介護福祉施設の⼊居者
と報告されている。各国は⾼齢者の感染リスクを踏まえて施設内感染防⽌策を図ってい
る。英国イングランドでは、介護施設職員について、症状や感染疑いの有無に関らず、
週１回の検査を実施している。これにより、市中感染した職員による施設内感染を防ぐ
ことを⽬的とする。 
 東京都には、事前確率は低くても感染管理の必要な⼀般市⺠に対して、PCR 検査を
実施するしくみはない。とくに事前確率は低くても社会・経済的な影響が⼤きい感染管
理の必要な市⺠においては、感染の早期発⾒のためだけでなく、重症化リスクの⾼い集
団と接触する⾼齢者介護施設職員、また、社会経済活動を保障するためにも定期的に検
査実施が求められる。本来、⾼齢者介護施設の職員への PCR 検査は、全員に定期的に
⾏うことが望ましい。しかしながら、現在の検査体制や検査能⼒の点から、実施は困難
である。段階的に移⾏させるとして、まずは、⾼齢者介護施設の職員がリスクに応じて
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必要時に随時検査が実施できることが望ましい。具体的な案としては、⾃治体の検診に
ように検査のクーポン券を配布し、職場の判断で、クーポン券を利⽤して、検査を受け
られるようにする。 
 
７）具体的な検査需要の⾒直し 
 具体的な検査需要の⾒直しには、病院、⾼齢者・介護福祉施設の施設内感染防⽌、⽣
活インフラとして必要な公共性の⾼い事業に携わる特定のハイリスク職業従事者（エッ
センシャルワーカー、特に介護福祉施設関係者での明らかな検査需要を考慮する必要が
ある。しかしながら、これらは⾏政検査の対象ではない。 
 社会経済的活動制限緩和とともに、地域における感染やクラスターの拡⼤を防ぐに
は、検査の拡充が必要である。前述のごとく、検査陽性率は直近で 3.4%（10 ⽉ 25
⽇）で、検査陽性率の推移から⾒ると、検査実施の件数は実際のニーズに追いついてい
ない。感染者が抑制されていた 5 ⽉下旬の陽性率 0.8%を⽬標値として、検査実施数
は、現在の７⽇間移動平均 4,000-5,000 件について、対象者の拡⼤と検査へのアクセス
改善によって、まず最低 3 倍の１⽇ 15,000 件に増加させることが望ましい。これにと
もない、最⼤検査能⼒はまず最⼤検査能⼒の⽬標はまず１⽇１0,000 件から１⽇ 20,000
件（検査実施数の⽬標に、現在の余⼒分 5,000 件を上乗せ）を⽬指すことが望まれる。 
 従来から⾏政検査の対象でない集団に対する検査需要に対して、PCR 検査を拡⼤す
るため、実施件数の明確な⽬標とその⼯程は明らかにする必要がある。 
 
3.   検査体制の確保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１）検査体制の現状 
東京都の最⼤検査件数は 7,000 件/⽇で、7 ⽉ 31 ⽇時点での検査能⼒は、以下のごとく
である。 

 ① 検体採取機関の整備 

Ø 発熱患者の診療・検査を⾏う「診療・検査医療機関」を幅広く指定 

  （令和 2 年 10 ⽉ 9 ⽇現在、⾏政検査実施医療機関 約 2,000 か所） 

Ø 新型コロナ外来、地域・外来検査センター（PCR センター）の体制をピーク時に拡充 

  （令和 2 年 10 ⽉ 9 ⽇現在、新型コロナ外来 119 か所、PCR センター 40 か所） 

   ② 検査処理機関の能⼒増強 

Ø 供給量の増加が⾒込まれる抗原簡易キットは、⾼齢者など重症化リスクの⾼い⽅や救急など短時間での検査の必要性の
⾼い医療機関を中⼼に活⽤ 

Ø ⺠間検査機関や医療機関（新型コロナ外来、⼤学病院、⼆次救急医療機関）に対し、検査機器の導⼊⽀援を実施し、検
査処理能⼒を向上 

 ①検体採取機関の整備と②検査処理機関の能⼒増強を両輪で推進し、必要な検査を 

 迅速・円滑に受けられる体制に強化 
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○ 都健康安全研究センター(⺠間委託を含む) 1,020 件/⽇ 
○ ⺠間検査機関  約 7,000 件/⽇ 
○ 新型コロナ外来救急医療機関＋都内の⼤学研究機関等 約 600 件/⽇ 
 
○ 都内の⼆次救急・三次救急の⼤学病院は 40 
※ 三次救急医療体制（東京都救命救急センター）のうち、⼤学病院は 14 
※ ⼆次救急医療機関のうち、⼤学病院は 26 
○ ⼆次救急医療機関の総数：238 
○ 検査協⼒医療機関：約 2,000 
 
２）施設課題 
 施設課題として、地域医療を担う救急医療機関における検査実施件数が少ない。新型
コロナ外来救急医療機関＋都内の⼤学研究機関等の約 600 件/⽇は、東京都の救急患者
や感染が疑われる患者の診療において、必要な即⽇検査結果を知る検査能⼒として、極
めて少ない。 
 検査協⼒医療機関：約 2,000 の多くが、⺠間検査機関（処理能⼒ 約 7,000 件/⽇）
に依存している。すなわち、PCR 検査の即時の検査実施ができない。 
  
３）具体的な⾒直し 
 新型コロナ外来救急医療機関＋都内の⼤学研究機関への検査機器の具体的な⽬標と導
⼊計画⼯程を明確化する必要がある。地域医療を担う救急医療機関に、⼤量処理と即⽇
報告な可能な⼤型機器導⼊の⽀援を⾏う必要がある。 
 感染症指定医療機関等を含む検査協⼒医療機関は、保険適⽤となった⾏政検査につい
て、⾃らの検査実施および⺠間検査機関への外部委託として運⽤可能である。即時報告
の検査機能を整備しうる点、検査余⼒のある⺠間検査機関の検査能⼒を活⽤できる点
で、特に⼤学病院はじめ地域医療の基幹病院が感染症指定医療機関等となることの意義
は⼤きい。今冬の季節性インフルエンザとの同時流⾏における迅速な鑑別診断と適切な
診療にも対応可能である。具体的には、前述のごとく、検査実施件数として最低１⽇
15,000 件、最⼤検査能⼒の⽬標はまず１⽇１0,000 件から１⽇ 20,000 件に増加させ
る。最⼤検査能⼒の⽬標の内、新型コロナ外来救急医療機関＋都内の⼤学研究機関等 
約 600 件/⽇→5,000 件/⽇（⼆次救急医療機関の総数：238 施設の平均 31 件/⽇）、⺠
間検査機関 約 7,000 件/⽇→約 12,000 件/⽇を想定する。 
 救急患者や⼀般診療での⼊院時（前）の検査として、保険適⽤の検査が円滑に⾏える
ようにするには、保険適⽤で PCR 検査を実施する医療機関を増やすことが重要であ
る。そのためには、都道府県への「申し出」制度に加えて、地域の状況によって機動的
に運⽤可能な都道府県からの「指名」制度等の導⼊（⼆次救急医療指定病院、感染管理
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加算算定病院等）が望まれる。そこは、⼤量処理と即⽇報告な可能な⼤型機器導⼊の⽀
援を積極的に⾏う対象となりうる。 
 
 

III. 今後の課題 
1. 社会・経済の活動回復における無症状者への検査拡充の必要性 
１）社会・経済の活動回復における検査拡充の必要性 
 政府は、 緊急事態宣⾔の解除後、社会・経済の活動制限を段階的に緩和している。
外出⾃粛の緩和による⼈々の⾏動拡⼤と接触・交流は、感染の機会の増加に伴う感染者
の増加をもたらす。政府は、感染症の蔓延を防⽌するとともに、感染症による内外経済
や国⺠⽣活への影響を注意深く⾒極めながら、必要かつ⼗分な経済財政政策を積極的か
つ機動的に⾏うこととし、⽇本経済を確かな成⻑軌道へと戻すための措置を講じるとの
⽅針である。 
 社会・経済活動の再開にともない伴い、6 ⽉以降には感染者の急激な増加が⾒られて
いる。7 ⽉には、全国各地で、感染者数は緊急事態宣⾔発出中の 4 ⽉時点よりも多く発
⽣し、第⼆波の到来に⾄っている。その傾向として、屋内イベント（⾳楽、劇場）、飲
⾷店、職場、家庭、学⽣スポーツ活動など⼀般社会⽣活におけるクラスター発⽣、さら
に感染経路不明者の割合の増加がみられる。 
 保健所の積極的疫学調査では、把握された濃厚接触者に対して検査が実施されてき
た。その結果、新たなクラスター(集団)の予防により、感染拡⼤に成果を上げてきた。
確かに第⼀波の流⾏初期には、クラスターを中⼼とした感染者ごとのつながり(リンク)
を追うことにより、 地域ごとの状況をより正確に推計することが可能だった。しかし
ながら、5 ⽉ 25 ⽇の緊急事態宣⾔の解除後、社会・経済活動の再開に伴い、感染が拡
⼤した現在、検査が⼗分に⾏われず、感染者が適切に特定できない状況に⾄っていると
考えざるをえない。すなわち、地域で感染拡⼤する中、感染経路の不明な症例が増加し
ている。東京都での感染経路不明の割合は、6 ⽉以降上昇し、検査陽性の内、接触歴不
明の割合は、50%以上、100 ⼈前後で⾼い⽔準を維持している。感染者が適切に特定で
きない場合、感染者が感染の⾃覚のないままに⾏動することになり、地域における感染
やクラスターの拡⼤をもたらすことは明らかである。 
 
２）無症状者への検査拡充の必要性 
 WHO では、感染の 40％近くが無症状者を介する⾒解を公表している。クラスター
として検出できない無症状者が感染拡⼤していることは、ゲノム解析結果でも明らかと
されている。国⽴感染症研究所（感染研）は、新型コロナウイルスのゲノム情報をもと
にした、国内の感染の分析結果を８⽉に公表した。3 ⽉以降の流⾏が収束しつつあった
時期も、気付かれないまま感染が伝播し、6 ⽉下旬以降、共通の遺伝⼦の特徴を持つウ
イルスが全国に広がった可能性を⽰した。すなわち、感染研は、感染者約 3,700 ⼈分の
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検体を収集し、ウイルスの全ゲノムデータを⽐較した。その結果、3 ⽉以降の第⼀波流
⾏につながったとされる「欧州系統」のウイルスと⽐較し、推定 3 カ⽉間を経て、遺
伝⼦が変異したウイルスが 6 ⽉中旬に⾒つかった。その後、同じ特徴のウイルスが、
全国の計数百⼈分の検体から⾒つかった。これまで得られた検体（クラスター）から
は、この特徴を持つウイルスと欧州系統の間をつなぐウイルスは確認されていない。感
染研は、無症状者が感染に気づかないまま、感染を静かにつないでいた可能性があると
指摘している。経済活動の再開に伴い、流⾏が収束しきらなかった感染者群が起点とな
って 6 ⽉下旬以降、東京だけで収まらず「全国拡散へ発展した可能性がある」と分析
している。 
 
2.ヘルスケアの枠組みにける PCR 検査の課題と対応    
１）ヘルスケアの枠組みにける PCR 検査 
 COVID-19 感染対策における PCR 検査の意義と利⽤⽬的は、①患者の診断、②公衆
衛⽣上の感染制御、③ヘルスケアの枠組みによる社会経済活動の維持、これらに基づ
く、④政策⽴案のための基礎情報の４つに分類される。⾏政検査としての PCR 検査の
利⽤は、公衆衛⽣上の⽬的を基本として、患者の診療⽬的に対象拡⼤されている。 
 その⼀⽅で、緊急事態宣⾔後の社会経済活動を保障し、感染制御を図る上で、感染管
理が必要な⼀般市⺠が多数存在する。しかしながら、これら⼀般市⺠については、クラ
スター発⽣時を除いて保健所による積極的疫学調査の対象とならず、また⼀般医療の枠
組みでの PCR 検査を⼀律に利⽤することは困難である。社会経済活動と感染制御の両
⽴のための⽅法として、従来の取り組みの限界、ウイルスゲノム解析の結果、諸外国の
成功事例等から、ハイリスクの無症状者に対して広く PCR 検査拡⼤、追跡、隔離が必
要である。事前確率は低くても社会・経済的な影響が⼤きい感染管理の必要な市⺠にお
いては、感染の早期発⾒のためだけでなく、経済活動を保障するためにも定期的な検査
が必要である。社会経済活動の保障のため、ヘルスケアの枠組み等での PCR 検査利⽤
が拡⼤している。 
   
２）運⽤課題と対応 
 社会経済活動のための PCR 検査の活⽤と課題⼀般社会にけるヘルスケアの枠組みで
の PCR 検査の活⽤には、⽬下、⾏政検査の対象外の PCR 検査の利⽤のしくみとし
て、医療機関介在型と消費者直販型の検査サービスがある。⾏政検査の対象外（現状）
の PCR 検査の運⽤課題と対応に以下がある。 
・費⽤負担の課題に対して、事業者や⾃⼰負担の他、公的補助による検査クーポン券や
コロナ検診とも⾔うべき多様なしくみが考えられる。 
・ヘルスケアの枠組みでの PCR 検査の活⽤において、検査実施・結果と陽性患者対応
の課題として、⾏政との橋渡しのしくみが必要である。検査結果を迅速に収集するシス
テムを構築し、⾏政対応に関わる情報とリンクし、これらを⼀元管理する必要がある。
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ただし、事前確率の低い集団において、⼗分な精度が確保されない検査を広く実施した
場合、偽陽性結果の可能性が⾼まる。保健所資源への負担とならないように、偽陽性結
果に対する再検査（異なる検出標的）で確認する必要がある。 
・PCR 検査の精度の課題として、測定前から測定後（報告）まで、偽陽性・偽陰性結
果とその報告の回避のための精度の確保の取り組みが重要である。多様な検査施設での
検査実施と精度の確保に係る法的規制の違いに基づく施設間差の確認と是正が求められ
る。 
・ヘルスケアでの対応には、費⽤負担、検査実施と結果状況の把握、陽性者に対する追
跡など課題がある。市中感染が広がる中、社会経済活動において、感染管理の必要な⼀
般市⺠の定期的な検査は、従来の⾏政検査（保険適⽤を含めた）の対象とならないこと
を踏まえて、東京都として新たなしくみの構築が必要である。 
 
まとめ 
 新型コロナウイルス感染症に関する検査体制の拡充は、都⺠が安⼼して医療機関を受
診できる安全な医療・介護福祉の施設の確保、同施設の従業員の健康管理、発熱等の疑
われる患者の即⽇対応、社会・経済を回復するための感染管理が必要な⼀般市⺠の活動
の保証において重要である。本報告書では、冬季の季節性インフルエンザシーズン、社
会・経済活動に伴うリスクを踏まえて、ニーズに⾒合う PCR 検査体制が必ずしも⼗分
でないという課題認識のもと、その解決を可能とするため、実態調査に基づき、適正な
利⽤推進に関する⽅策と提⾔をまとめた。PCR 検査が必要な対象者でタイムリーに実
施されること、その検査結果に基づき、都⺠が安⼼して医療機関を受診できる安全で良
質な医療提供とともにサーベイランスによる効果的な感染制御および社会・経済活動の
回復・維持の基本的な指標となる PCR 検査拡⼤が⾏われるよう、機動性ある機能や仕
組みが、関係者との連携のもとに推進されることが求められる。また、このような仕組
みを通じて、医療体制への都⺠の不安が早期に改善され、社会不安と経済低迷の解消、
感染の早期収束に貢献することを期待したい。 
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